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はじめに 
 
 
 （財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターでは、２００５年度に１1，

２２３件の新規相談を受け付け、業務開始以来６年間の累計受付件数は４８，

１３９件になりました。電話で受けたこれらの相談について、相談内容、傾向

等を統計的に整理、分析したのが本『相談統計年報２００６』です。 

 ２００５年度は、5 月に訪問販売による悪質リフォームの問題、6 月にアス

ベスト問題が報じられ、さらに 11 月には構造計算書偽装問題が発覚し、国民

の間に居住の安全と安定に対する不安が広がった年でした。こうした状況を反

映し、耐震強度、訪問販売リフォーム関連の相談が数多く寄せられたのが、２

００５年度の特徴のひとつになっています。また、評価住宅の普及にともなっ

て評価住宅に関する相談が大幅に増えました。 

 『相談統計年報２００６』の構成はこれまでと同様、前半が分析編、後半が

資料編と２部構成としました。 

 分析編では、「相談全体について」「評価住宅に関する相談」「シックハウス

に関する相談」「リフォームに関する相談」の４章に分けて相談傾向を分析し、

コメントを付しましたが、「相談全体について」の冒頭で２００５年度の相談

の傾向と事例を紹介しました。また、クロス集計については昨年度と同様、年

度累計でなく、２００５年度単年度を対象に行いました。 

 資料編は、利用者の立場、関心に応じ自由に分析できるよう、前半の分析編

よりも枠を広げて元データを表の形で掲載しましたので、活用いただければと

思います。 

 この年報は、当財団ホームページでも公表いたしますので、住宅に係わる多

くの方々にご利用いただき、お役に立つことができれば幸いです。 

 

 

 

2006 年 11 月        

        （財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター 
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『相談統計年報』について 
 
住宅紛争処理支援センターでは、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」

（品確法）の住宅性能表示制度に基づき、建設住宅性能評価書を交付された

住宅（「評価住宅」という）に関する相談をはじめ、住宅全般（住宅部品を

含む）についての様々な相談を受け付けています。 
 
住宅紛争処理支援センターではこれらの相談を「制度」「知見相談」「住宅

本体」「住宅部品」「拡大被害（財物）」「拡大被害（身体）」「リフォーム」「検

査機関照会」「その他相談」の９つに区分し、また、各相談について次の項

目に分類しています。 
①住宅について 
「住宅形式」「住宅の構造・工法」「不具合発生時の築後年数」「住宅利用

区分」「住宅の取得区分」など 
②相談者について 
「相談者区分」「相談者の年齢」「相談者性別」「都道府県分布」「支援セ

ンター相談窓口の認知方法」など 
③相手方について 
「主たる相手方」「主たる相手方住所」など 
④相談内容について 
「不具合事象」「不具合部位」「解決希望内容」（以上マルチ回答）など 

 
『相談統計年報』はこれらの相談の区分、項目別に集計およびクロス集計

等を行い、その傾向や特徴等について分析を行ったものです。 
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第 1章 相談全体について 

 
（１）概要 
業務開始以来 6年間で累計 48,139件の新規相談を受け付けたが、本年報ではこの相
談について相談項目毎に分類整理し、単純集計、クロス集計を行った。 
コメントは基本的に 
①2005年度の相談の傾向 
②2000年度～2005年度 6年間の相談累計の傾向 
③前年度との比較または 6年間での目立った変化 

という形で記述した。 
 2005年度の相談の概要については、次の通りである。 
①新規相談件数は 11,223件で前年度に比べ 5.2%増加した。 
②悪質リフォーム問題等の影響で、リフォームの相談が対前年比 23％増と、増加
した。 

③評価住宅の相談は、2005年度は 516件と前年比で約 77%増と大幅に増加した。
なお、評価住宅の相談は、指定住宅紛争処理機関（弁護士会）での紛争処理申

請へとつながるものがあるが、05年度の紛争処理の受理件数は全国で 32件であ
った。 
⑤シックハウスに関する相談は 2004 年度に引き続き減少し、317 件（対前年比

29％減）となった。 
⑥支援センターの認知方法については前年度と比べ、消費生活センター、当財団

のホームページ、既知の割合が増加した。 
 
 2000年度から 2005年度の 6年間の相談（累計）について、傾向を一覧表にまとめ
ると次頁のようになる。個々の項目の詳しい分析、データは該当個所に記されている。 

 
＊本文中のグラフの割合（％）は、四捨五入していることから、合計しても 100％にならな
い場合がある。 
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表１ 相談の傾向のまとめ（2000年度～2005年度の累計） 

  

　　　　　　　順位

　項目

知見相談 リフォーム 住宅本体 検査機関照会 制度

（38％） （22％） （22％） （6％） （4％）

雨漏り ひび割れ 漏水 剥がれ・外れ 傾斜

（13％） （12％） （7％） （5％） （5％）

床 外壁 内壁 開口部・建具 屋根

（18％） （13％） （12％） （10％） （9％）

戸建（2階） 共同（6～15階） 共同（2～5階） 戸建（3階） 戸建（1階）

（65％） （14％） （10％） （7％） （2％）

木造（在来） RC造（一般） 木造（2×4） S造（一般） S造（プレハブ）

（56％） （17％） （9％） （6％） （4％）

施工業者 売主 不動産業者 近隣 部品製造者

（58％） （22％） （5％） （4％） （3％）

1年未満 1～2年 2～3年 3～4年

（42％） （13％） （8％） （5％）

所有者 施工業者 消費生活センター 居住者 販売業者

（73％） （6％） （6％） （5％） （2％）

30才代 40才代 50才代 60才代 20才代

（32％） （25％） （22％） （11％） （6％）

東京都 神奈川県 千葉県 埼玉県 大阪府

（33％） （14％） （10％） （9％） （4％）

消費生活センター ホームページ 都道府県・市区町村 既知 新聞

（20％） （17％） （15％） （11％） （5％）

瑕疵修補 契約解除 損害賠償 代金支払 建て替え

（56％） （9％） （9％） （6％） （1％）

持ち家（注文） 持ち家（分譲） 貸家 給与住宅

（54％） （38％） （6％） （0％）

東京都 神奈川県 千葉県 埼玉県 大阪府

（35％） （11％） （9％） （9％） （5％）

女性 男性

（53％） （47％）

新築 中古

（86％） （8％）
－ － －

５位

相談区分

不具合事象

４位

不具合部位

１位 ２位 ３位

住宅形式

住宅構造・工法

主たる相手方

不具合発生時の築後年数

住宅の取得区分

支援センター認知方法

相談者区分

解決希望内容

相談者年齢

都道府県分布

－

住宅利用区分

主たる相手方住所

相談者性別 － － －

－
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（２）2005年度の相談の傾向について 
 
 相談の内容は、気象や社会事象に応じて変わり、また特定の内容の相談が集中する場合がある。

2005 年度について、こうした特徴的な動きをまとめた。 

 

①大規模地震の発生以降、耐震等に関する相談が増加 

2004 年 10 月 23 日、新潟県中越地震が発生、川口町で震度７を観測し、大きな被害が生じた。

また、同年 12月 26日にはインドネシア・スマトラ島沖で M9.0 の大規模な地震及び津波が発生し

た。さらに 2005 年 3 月 20 日には震度６弱を記録した福岡県西方沖地震が発生したことなどによ

り、特に2005 年 1月以降、住宅の耐震等に関する相談が増加した。また、これ以降住宅の耐震性

にかかわる事件が続けて発生し、耐震や地震に関する相談が増加した。 
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スマトラ沖地震 
大臣認定書偽造事件 

悪質リフォーム問題 

構造計算書偽装事件 

図 1 地震や耐震にかかわる相談件数の推移（キーワード「地震」「耐震」を含む相談を抽出） 

【主な相談事例】 

● これまで、気にもとめてこなかったが、最近の地震がメディアに取り上げられ、自宅の耐震性に

ついて調べてみたいと思うようになった。耐震診断をどこに依頼したらよいか教えてほしい。 
 

● ２００３年８月に木造住宅を購入したが、張り出した２階部分を２本の独立柱で支える工法とな

っており、ニュース映像などを見て心配になった。施工者に聞いても大丈夫というばかりである。

どうすれば客観的な判断と対応方法が得られるだろうか。 
 

● ある事業者から耐震診断を勧められ、必要と感じたので依頼した。ところが床下にも入らず、地

震については大丈夫だが床下換気扇と基礎の換気口が必要というので従った。すると基礎を３カ

所切断し換気口を付けた。それ以来、前面道路を車が通るたびに揺れを感じるようになった。建

物にどういう影響が出ているかはっきりさせたいがどうしたらよいか。 
 

● 以前から階段室の壁が２階から３階にかけてひび割れしていたが、最近の地震でそれが下地ごと

大きく割れてしまった。また、ドア枠にも隙間が生じている。施工者に申し入れしてもいっこう

に対応しない。今後どのようにしたらよいか。 
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②耐力壁に関する大臣認定書偽造事件と関連相談 

2005 年 2 月、枠組壁工法等の耐力壁に関する大臣認定書の偽造が判明し、新聞、テレビ等で大

きく報道された。当財団において相談窓口を設置した関係上、事件報道直後から多くの相談が寄

せられた。相談件数は 2005 年 3月までに 1,000 件を超えた。 

大臣認定書にかかるビスを使用した住宅については施工者や売主が再計算やビスの増し打ち等

の対策を進めたが、こうした対策についての相談も寄せられ、数は少ないものの関連相談が引き

続き寄せられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 大臣認定書偽造に関連する相談件数の推移 
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【主な相談事例】 

● ２００１年に住宅を新築した。ビスの問題を新聞で見たが、自宅に当該ビスが使われているかど

うかを知りたい。どうすればよいか。 
 

● 新聞報道で問題を知った。建築時期から見て自宅も該当すると考えられるので心配である。住宅

会社に確認しようかと思うが、正直に答えてくれるかわからないので躊躇している。どうすれば

分かるだろうか。 
 

● ２００４年１２月に引渡しをうけた住宅。今般の事件でメーカーがビスをサンプリングして帰り、

当該ビスが使用されていると回答があった。補強等の対応をすると言っているが、説明が信頼で

きない。地震で建物が倒壊した場合、誰に責任を問えるのか。 

 

● 住宅に当該ビスが使用されていることがわかり、ビルダーが構造計算を正規の値でやりなおした。

その結果、建築基準法をクリアしているので、補強等は行わないという。しかし、当初の計画よ

り耐力が落ちていることは明らかで、納得いかない。 
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③悪質リフォーム問題と関連相談 

 2005 年 5 月、埼玉県富士見市において認知症の姉妹が複数の事業者から多額の契約を結ばされ

ていた事件が発覚、高齢者を狙った悪質訪販リフォーム等による消費者被害が多発していること

が報道された。さらに訪販リフォーム事業者社員の詐欺容疑での逮捕、起訴など、悪質訪販リフ

ォームが大きな社会問題となった。政府は同年７月、「住宅リフォームに関する消費者トラブルに

係る関係省庁等担当者会議」を開催（警察庁、経産省、国交省、厚労省、法務省、内閣府）する

など対策を進めた。 

 当財団で受けるリフォーム関連相談では、技術的な内容を含む相談が多く、訪問販売に関連す

る相談の割合は消費生活センター等と比較してさほど高くはないが、2005 年 6 月から 7 月にかけ

て、訪問販売に関連する相談が増加した。 

 なお、2002 年度の訪販の割合が高くなっているが、この年においても次々販売商法や点検商法

など悪質な訪販リフォームが社会問題化したからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 訪販リフォームに関する相談の年度推移 
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図４ 訪販リフォームに関する相談件数の月別推移 
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【主な相談事例】 

● 新聞に大きく報道されたリフォーム会社に言葉たくみに言い寄られ、３年前に、床下換気扇の取

付、床下の耐震補強、天井裏の耐震補強など、２ヶ月間の間に次々と契約をさせられて、総額600

万円支払った。その時は、だまされたと思わなかったが、新聞を見てだまされたことが分かった。

代金を取り返す方法はないだろうか。 
 

● 近くで工事を行うのでと工事業者が挨拶にきた。雨樋が詰まっているので工事の帰りに寄って

5000 円で直してあげると言われ依頼した。雨樋の清掃のため屋根に上がると、雨が吹き込む部分

が見つかったので、修理をする必要があるといわれ、120万円で契約を結ばされ、工事は完了し代

金を支払った。最近マスコミでリフォーム業者の報道が多くあるが、我が家も同じような手口な

ので騙されたのではないか。 
 

● 最近になり親を引き取ったが、それまで親が住んでいた住宅をリフォーム業者が数回もリフォー

ムしていたことが分かった。家財道具等を整理していて複数の見積書と領収書を見つけた。その

時の担当者が別の会社に移り、その後も何度か尋ねてきていたことも分かった。さらに、親の預

金通帳にあった金額が数回に分けて引き出されているのに気がついた。新聞で、その業者が消費

者から告訴されていることを知り電話したが、このような状況で、何かできるだろうか。 

 

● 訪問販売で床下のリフォームをした。リフォーム部分は５ヶ所で５００万である。この工事が適

切かどうかを確認するにはどこに相談したら良いか。また、現場を見てもらえるところはどこか

知りたい。 

 



第Ⅰ部 分析編   第１章 相談全体について 

 12

④アスベスト問題と関連相談 

 2005 年 6 月、アスベストを使用した製品を製造する工場で従業員及び周辺住民に中皮腫等の健

康被害が生じていたことが明らかになった。政府は７月、「アスベスト問題に関する関係省庁会議」

を設け、各省庁連携して実態調査、健康相談窓口の設置、さらに従前から進めていた大気汚染防

止法や労働安全衛生法等に基づく規制的措置等の対策を強化した。 

 この問題も新聞、テレビ等で大きく報道され、７月には関連する相談が 80 件近く寄せられた。

健康被害を心配する消費者からの相談はその後も収束することなく、引き続き寄せられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 訪販リフォームに関する相談件数の推移 
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【主な相談事例】 

● 近々リフォーム工事を行う予定であるが、工事で飛散する危険性はないか。業者に聞いても詳し

い説明がないが、アスベストの適正な取り扱いは定められているのか。 
 

● 最近リフォーム業者が訪問してきて、「お宅の屋根の材料はアスベストを含んでいるので、今後い

っさい解体等ができなくなる。また放っておくとアスベストが飛散する」と言い、高額な金属屋

根のカバー工法をすすめられた。これは本当のことか。 
 

● 自宅にアスベストが使われていないか心配である。調べてくれる機関を教えてほしい。 

 

図５ アスベストに関する相談件数の推移 
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⑤構造計算書偽装問題と関連相談 

 2005 年 11 月 17 日、国土交通省は、建築確認時に添付された構造計算書に耐震強度の偽装があ

り、既に竣工済みのホテル、マンションがあると発表した。偽装が認められた物件は調査の進展

とともに公表され、マスコミにより大きく報道された。この問題に関連して、当財団には、主に

一般のマンション居住者や管理組合等から、居住するマンションの耐震性の確認方法等に関する

相談が2006 年 3月末までに約 250 件寄せられた。また、この問題に関しては、住宅性能表示制度

における耐震等級についての問い合わせなど、評価住宅取得者からの相談の割合が高くなってい

る。 
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【主な相談事例】 

● 新築分譲マンションの契約をし、近々引渡しを受ける予定であるが、今回の事件で耐震性につい

て不安になった。当該マンションが適正に設計や施工がされていることを確かめるにはどのよう

にすればよいか。 
 

● 建設住宅性能評価を受けたマンションに住んでいるが、今般の報道で耐震性能を確認したところ

耐震等級が１であった。この等級１とはどの程度の耐震性なのかを知りたい。 
 

● 竣工後 2年ほど経過したマンションだが、複数箇所にひび割れが現れている。売主は構造に影響

しないと説明しているが、今般の報道を見て心配になった。耐震性を客観的に確認する方法はな

いだろうか。 

図６ 構造計算書偽装に関連する相談件数の推移 



第Ⅰ部 分析編   第１章 相談全体について 

 14

（３） 相談区分別相談件数について 
 

 新規受付相談の 6年間の累計は、48,139 件であったが、知見相談が 18,435 件と最も多く

全体の 38.3%であり、次いでリフォームに関する相談、住宅本体に関する相談の順であった。

相談区分別の内容については以下のとおりである。 

 

①相談区分別件数 

 2005年度においては総数で 11,223件の新規相談を受け付けた。相談の内容に応じて、「知
見相談」「リフォーム」「住宅本体」など 9つの相談区分に分類しており、2005年度の相談
についてその内訳を示したものが図 7である。 
 「知見相談」がもっとも多く全体の 1/3 程度、「リフォーム」がこれに続き約 30％、「住宅

本体」が約 22％と続いている。 
 
※相談区分 
「知見相談」 情報や知識など知見を得ることが目的

の相談。 
「リフォーム」 リフォームに関する相談はその内容

にかかわらずこれに分類される。 
「住宅本体」 住宅に不具合があり、瑕疵のあること

が疑われる相談。 
「検査機関照会」 不具合等を調査・検査する機関等

を問い合わせるもの。 
「制度」 主に「品確法」や住宅性能表示制度等に関

する問い合わせ。 
「住宅部品」 キッチンセットや洗面台等、住宅部品

に関連する相談。 
「拡大被害（身体、財物）」 住宅の不具合等に起因

して身体や財物に被害が生じた相談。 
 

②相談の内容について 

 当財団に寄せられる相談は、上に見たように内容が多岐にわたっており、そのすべてが何

らかののトラブルに係るというわけではなく、問い合わせや事前相談、照会等も多い。 

2005 年度の相談で、相談の内容に何らかの不具合事象を含むものは、11,223 件のうち

3,205 件（28.6％）、また不具合部位を含む相談は 3,210 件（28.6％）であった。また、相

談内容において、相手方について言及のある相談は 6,257 件（55.8％）であった。 

  

図７ 相談区分別割合（2005 年度）
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 表 2 相談区分別相談件数の推移 

区分 制度 
知見相

談 

住宅本

体 

住宅部

品 

拡大被

害（財

物）

拡大被

害（身

体）

リフォー

ム 

検査機

関照会

その他

相談 
合計 
前年比

（％） 

業務日

数（日）

2000 年度合計 365 1,704 1,275 241 24 141 270 227 252 4,499 - 236

2001 年度合計 236 2,463 1,119 272 13 125 650 434 70 5,382 119.6 245

2002 年度合計 330 3,340 1,208 275 26 108 1,166 493 237 7,183 133.5 245

2003 年度合計 350 3,074 2,063 304 19 86 2,539 489 258 9,182 127.8 246

2004 年度合計 304 4,045 2,394 293 27 45 2,725 508 329 10,670 116.2 243

2005 年度合計 382 3,809 2,418 328 13 29 3,346 499 399 11,223 105.2 245

              

業務開始以来の 

延べ件数 
1,967 18,435 10,477 1,713 122 534 10,696 2,650 1,545 48,139 - 1,461
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図 8-1 相談区分別相談件数の推移（実数） 

図 8-2 相談区分別相談件数の割合の推移（％） 
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（４） 不具合事象について 
2005 年度は、「ひび割れ」についての相談が 621 件（13.4％）と最も多く、次いで「雨

漏り」585 件、「漏水」315 件、「剥がれ・外れ」232 件の順となっている。割合につい

て 2004 年度と比較すると「雨漏り」が減少し、「ひび割れ」が増加した。その他につ

いては大きな変化はない。 

なお、2005 年度の相談件数 11,223 件のうち、不具合事象を含む相談は 3,205 件であ

り、本項はその集計である。（ただし不具合事象はひとつの相談に複数ある場合がある

ので、総数は 3,205 より多い）。 
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（５） 不具合部位について 
2005 年度は、「床」についての相談が 859 件（18.9％）と最も多く、次いで「外壁」

651 件、「内壁」537 件、「開口部・建具」421 件がこれに続き４位となっている。 

 割合についてみると 2005 年度は 2004 年度に比べて「床」の割合の増加、かわって

「屋根」の割合の減少が目立つが、他については大きな変化はない。 

 なお、2005 年度の相談件数 11,223 件のうち、不具合部位を含む相談は 3,210 件であ

り、本項はその集計である。（ただし不具合部位はひとつの相談に複数ある場合がある

ので、総数は 3,210 より多い）。 
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（６） 住宅の形式について 
2005 年度もこれまで同様、戸建住宅の 2階建ての相談が最も多く全体の 66.8％、次い

で共同住宅の 6階～15 階建てが 13.8％となっている。 

2005 年度は戸建て住宅の相談割合が多かった前年に比べ、若干の減少となっているも

のの、2001 年度以降増加傾向である。2005 年度、共同住宅の割合が増えたのは、構造計

算書偽装問題の影響で耐震性に関しての問い合わせ等が増えたためと見られる。 

図 11-1 住宅の形式について（実数） 

図 11-2 住宅の形式についての割合（％） 

＊2001年度までは「集合住宅」としていたが、2002年度より「共同住宅」に表現を変更した。 
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（７） 住宅の構造・工法について 
 2005 年度は、木造住宅についての相談の割合が全体の 68.1％と最も大きく、次いで鉄

筋コンクリート(RC)造 18.1％、鉄骨(S)造 10.1％となっている｡ 

 2000 年度から 2005 年度にかけて木造の相談割合が増加傾向にある。鉄骨鉄筋コンクリ

ート造に関する相談割合も 2005 年度は前年度より増加した。 
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（８） 主たる相手方について 
2005 年度の相談に関する主たる相手方については、「施工業者」が最も多く全体の

60.9％、次に「売主」（20.8％）で、この両者で全体の約 80％を占めている。次いで「近
隣」「不動産業者」の順となっている。 

それぞれの割合については、2004 年度と比べ大きな変化は見られない。 
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（９） 不具合発生時の築後年数について 
不具合発生時の築後年数については、2000年度では 50%を超えていた「築１年未満」が
減少を続け、2005年度では 22.0%となっている。逆に「10年以上」が 6.7%から 24.8%と
大幅に増加している。これは、リフォーム相談の増加が一因であり、また築年の古い住宅

において住まいへの関心が高まっていることを示すものとも考えられるが、2005年度では
この傾向がいっそう顕著になった。 
 
 

図 14-1 不具合発生時の築後年数について（実数） 

図 14-2 不具合発生時の築後年数についての割合（％）
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（１０） 相談者区分について 
2005 年度においては、消費生活センターの割合が増加した以外は、2004 年度に比べ大

きな変化がない。 

 
 

 

図 15-1 相談者区分について（実数）

図 15-2 相談者区分についての割合（％） 
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（１１） 相談者の年齢について 

2005 年度の相談者の年齢は、20 歳以上から 10 歳ごとに大別すると、30 歳代が最も多

く 30.4％を占める。次いで 40 歳代、50 歳代の順となっている。 

2004 年度と比較すると、30 歳代が減少し、40、50 歳代が増加している。 

 

図 16-2 相談者の年齢についての割合（％） 

     図 16-1 相談者の年齢について（実数） 
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（１２） 相談の都道府県の分布について 

2000 年度から 2005 年度まで、一貫して首都圏地域からの相談が多いが、2005 年度

では東京都が前年度より増え、全体の 34.6％を占めた。以下神奈川県、千葉県、埼玉

県、大阪府の順となっている。これら１都 1府３県で全体の 7割を超えている。 

  

図 17-2 相談の都道府県分布についての割合（％）

図 17-1 相談の都道府県分布について（上位 5都府県）（実数） 
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（１３） 支援センター相談窓口の認知方法について 
 2005年度は、前年度と順位が入れかわり、「消費生活センタ－」が最も多く全体の 22.3%、
次いで、「当財団のホームページ」、「既知」、「都道府県・市区町村」の順となっている。 
「既知」の割合が 2001 年度以降増加傾向にあり、2005 年度ではこれまでで最も高い

14.4％となった。 
 

図 18-2 支援センター相談窓口の認知方法についての割合（％） 

図 18-1 支援センター相談窓口の認知方法について（実数） 

（注）2000年度下半期に認知方法の項目を見直したため、2001年度以降「左記以外」が減少した。 
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（１４） 不具合の解決希望内容について 

2005 年度は「瑕疵修補」を希望する割合が減少し、全体の 53.7％となっている。次

いで「損害賠償」、「契約解除」の順となっている。 

  2000 年度から 2005 年度の 6年間を通し、解決希望内容としては常に瑕疵修補が５割

を超えている。 

図 19-1 不具合の解決希望内容について（実数） 

図 19-2 不具合の解決希望内容についての割合（％） 
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（１５） 住宅利用区分について 

2001年度以降、「持ち家（注文）」の割合が増加傾向である。2005年度では前年度よ
り減少したが、54.7%と半数を超えている。「持ち家（分譲）」は前年度より増加し、36.9％
となった。 

図 20-1 住宅利用区分について（実数） 

図 20-2 住宅利用区分についての割合（％） 
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（１６） 主たる相手方住所について      
 2005年度は、東京都が最も多く全体の 34.2％を占める。神奈川県は前年度より増えて
13.1％、次いで千葉県、埼玉県、大阪府、愛知県と続いている。首都圏がここ３年間増加傾
向を示している。 

 

図 21-1 主たる相手方住所について（実数） 

図 21-2 主たる相手方住所についての割合（％） 
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 （１７） 相談者の性別について 
 2005年度は、女性が 54.5％、男性が 45.0％と、女性が男性よりも 9.5％多くなってお
り、女性の比率が 6年間でもっとも高くなった。 
  

 

図 22-1 相談者の性別について（実数） 

図 22-2 相談者の性別についての割合（％） 
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（１８） 建設住宅性能評価書の有無について 

建設住宅性能評価書（新築）が交付された住宅（評価住宅）の取得者や供給者等からの

相談は、2005 年度は 516 件であった。 

評価住宅に関する相談件数は 2002 年度 78 件から 2004 年度は 292 件と増加したが、2005

年度は対前年比 176.7％と、いっそうの増加となった。全相談件数に占める評価住宅の相談

件数の割合は 2005 年度は 4.6%となった。 

 なお、既存住宅の性能評価書取得者からの相談は 4 件（2004 年度 8 件）であった。統計

上、非評価住宅の中に含めている。 

 

 

図 23-1 建設住宅性能評価（新築）の有無について（実数） 

図 23-2 建設住宅性能評価書（新築）を交付された住宅戸数と新設住宅着工戸数（実数） 

            ＜参考資料＞ 新設住宅着工戸数は、建築着工統計調査報告（国土交通省 HP）より抜粋

＊図中の（  ）内の％は、新設住宅着工戸数を 100％とした場合の割合 
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（１９） 住宅の取得区分について 
 2005年度は、住宅を新築で取得した相談者からの相談が 84.1％、中古取得者からの
相談が 8.9％であった。 
 中古取得者からの相談が、前年度に比べ減少した。 
 

図 24-1 住宅の取得区分について（実数） 

 図 24-2 住宅の取得区分についての割合（％） 
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（２０） 不具合事象×不具合部位について（200５年度のクロス集計） 

 

①不具合部位からみた不具合事象 

 

＜１.床＞ 

以下第 4位 ひび割れ及び振動・揺れ(5.3％)、第 6位 異常音(4.7％)と続いている。 

＜２.外壁＞ 

以下第4位 浮き・ふくれ(3.5％)、 第5位 変色（2.3％）、第6位 欠損および断熱不良(2.0％)

と続いている。 

＜３.内壁＞ 

以下第 4 位 結露(7.4％)、 第 5 位 隙間(4.9％)、第 6 位 傾斜および浮き・ふくれ(4.7％)

と続いている。 

＜４.開口部・建具＞ 

以下第 4位 変形(5.5％)、 第 5位 結露(4.8％)、第 6位 欠損(4.3％)と続いている。 

＜５.屋根＞ 

以下第 4位 欠損(4.0％)、 第 5位 腐食・腐朽及び浮き・ふくれ(1.8％)と続いている。 

＜１.床＞                 ＜４.開口部・建具＞ 
第１位 傾斜     15.1％（129件）   第１位 作動不良   29.6％（123件） 
第２位 床鳴り    10.9％（ 93件）   第２位 雨漏り    14.9％（ 62件） 
第３位 不陸       7.3％（ 62件）   第３位 隙間      7.2％（ 30件） 
＜２.外壁＞                ＜５.屋根＞ 
第１位 ひび割れ   31.4％（204件）   第１位 雨漏り    57.5％（229件） 
第２位 雨漏り    24.3％（158件）   第２位 剥がれ・外れ  9.5％（ 38件） 
第３位 剥がれ・外れ 10.9％（ 71件）   第３位 ひび割れ    4.3％（ 17件） 
＜３.内壁＞ 
第１位 ひび割れ   21.9％（116件） 
第２位 剥がれ・外れ 10.8％（ 57件） 
第３位 カビ      8.1％（ 43件） 

図 25-1 不具合部位からみた不具合事象の割合（％） 
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②不具合事象からみた不具合部位 

＜１.ひび割れ＞ 

以下第 4位 床(7.3％)、第 5位 天井(5.7％)、第 6位 屋根(2.8％)と続いている。 

＜２.雨漏り＞ 

以下第 4位 天井(7.5％)、第 5位 床(3.6％)、第 6位 内壁(3.5％)と続いている。 

＜３.漏水＞ 

以下第 5位 床(7.2％)、第 6位 天井(4.6％)と続いている。 

＜４.剥がれ・外れ＞ 

以下第 4位 床(6.5％)、第 5位 開口部・建具(5.6％)、第 6位 基礎(3.5％)と続いている。 

＜５.傾斜＞ 

以下第 4位 基礎(6.0%)、第 5位 外壁(4.1％)、第 6位 開口部・建具(3.2％)と続いている。 

 

なお、クロス集計した結果、相談件数の多い上位 10 項目は、以下のとおりである。 

  

＜１.ひび割れ＞              ＜４.剥がれ・外れ＞   
第１位 外壁      33.2％（204件）   第１位 外壁      30.7％（ 71件） 
第２位 基礎      21.2％（130件）   第２位 内壁      24.7％（ 57件） 
第３位 内壁      18.9％ (116件)    第３位 屋根      16.5％（ 38件） 
＜２.雨漏り＞               ＜５.傾斜＞ 
第１位 屋根      41.7％（229件）   第１位 床       59.4％（129件） 
第２位 外壁      28.8％（158件）   第２位 内壁      11.5％（ 25件） 
第３位 開口部・建具  11.3％（ 62件）   第３位 柱        6.5％（ 14件） 
＜３.漏水＞                   
第１位 給水・給湯配管 30.3％（ 93件）   
第２位 排水配管    25.7％（ 79件）   
第３位 設備機器および浴室  9.1％（ 28 件）   

第１位 屋根からの雨漏り    （229 件） 第５位  開口部・建具の作動不良   （123 件） 

第２位 外壁のひび割れ     （204 件） 第７位  内壁のひび割れ        （116 件） 

第３位 外壁からの雨漏り    （158 件） 第８位  地盤の沈下          （104 件） 

第４位 基礎のひび割れ     （130 件） 第９位  給水・給湯配管の漏水    （ 93 件） 

第５位 床の傾斜        （129 件） 第 10 位 排水配管の漏水      ( 79 件） 

図 25-2 不具合事象からみた不具合部位の割合（％） 
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（２１） 不具合事象×構造・工法について（2005 年度のクロス集計） 

 

＜１.木造(在来)＞  

以下第 4位 漏水(5.1％)、第 5位 傾斜(4.6%)、第 6位 作動不良(4.5％)と続いている。 

＜２.木造(2×4)＞ 

以下第 4位 漏水(5.0％)、第 5位 作動不良(4.7％)、第 6位 剥がれ・外れ、カビおよび浮き・ふ

くれ(3.5%)と続いている。 

＜３.ＲＣ造(一般)＞ 

  以下第 4位 遮音不良(7.8％)、第 5位 剥がれ・外れ(5.1％)、第 6位 カビ(4.9%)と続いている。 

＜４.Ｓ造（一般）＞ 

以下第 4位 雨漏りおよび漏水(6.2％)、第 6位 剥がれ・外れ(5.5％)と続いている。 

＜５.Ｓ造(プレハブ)＞ 

以下第 4位 傾斜および異常音(4.3％)、第 6位 浮き・ふくれ(3.8%)と続いている。 

 

2005 年度は、「ひび割れ」の不具合事象が全般に多く、「Ｓ造（プレハブ）」を除いて１位である。 

＜１.木造(在来)＞              ＜４.Ｓ造（一般）＞  
第１位 ひび割れ   13.6％（269件）      第１位  ひび割れ     21.2％（31件） 
第２位 雨漏り     12.9％（255件）      第２位  欠損        7.5％（11件） 
第３位 剥がれ・外れ  5.4％（106件）      第３位  傾斜       6.8％（10件） 
＜２.木造(2×4)＞              ＜５.Ｓ造(プレハブ)＞ 
第１位 ひび割れ   14.5％（ 46件）      第１位  雨漏り      18.3％（38件） 
第２位 雨漏り     13.6％（ 43件）      第１位  ひび割れ     14.9％（31件） 
第３位 傾斜      5.4％（ 17件）      第３位  漏水       9.6％（20件）  
＜３.ＲＣ造(一般)＞               
第１位  ひび割れ   11.5％（ 68件）       
第２位  漏水     10.2％（ 60件）        
第３位  雨漏り    10.0％（ 59件）         

図 26 住宅の構造・工法別の不具合事象の割合（％） 
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（２２） 不具合事象×住宅の形式について（2005 年度のクロス集計） 

 

住宅の形式からみた不具合事象 

 

＜戸建住宅＞ 

2005 年度は前年度と逆に第１位が「ひび割れ」、第２位が「雨漏り」となった。この２者が第３位以

下を大きく引き離しているのは例年の傾向である。 

 階数別にみると、戸建 1階および 2階では「ひび割れ」が 1位で、戸建 3階以上では「雨漏り」が 1

位となった。 

 なお、戸建３階では「振動・揺れ」が 6.3％で４位（２階建では 1.7％、15 位）に入っており、2階

建て以下に比べ明らかに割合が高くなっている。 

 

＜共同住宅＞ 

共同住宅では、戸建と同様「ひび割れ」が第 1 位、また戸建においては３位の「漏水」が 2 位とな

っている。「漏水」についてはその割合が戸建の約 2倍となっている。共同住宅では、戸建に比べ「遮

音不良」の割合が顕著に高く（7.9％、戸建では 0.7％）、逆に「雨漏り」「傾斜」等の割合が低くなっ

ている。 

 

 

 

＜戸建住宅＞                  ＜共同住宅＞ 

第１位 ひび割れ   14.2％（411件）     第１位 ひび割れ  12.7％（103件） 

第２位 雨漏り    13.8％（397件）     第２位 漏水      10.2％（ 83件） 

第３位 漏水      5.4％（157件）     第３位 雨漏り    8.8％（ 72件） 

図 27-1 住宅の形式からみた不具合事象の割合（％） 
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図 27-2 戸建住宅の不具合事象の件数（実数）（2005 年度） 

図 27-3 共同住宅の不具合事象の件数（実数）（2005 年度） 
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（２３） 不具合事象×住宅の取得区分について（2005 年度のクロス集計） 

 

住宅の取得区分からみた不具合事象 

 

 

 

 

 

 

＜新築住宅＞ 

以下第4位 剥がれ・外れ(5.0％)、第5位 傾斜(4.8％)、第6位 欠損(3.9％) と続いている。 

＜中古住宅＞ 

以下第4位 カビ(4.5％)、第5位 作動不良、虫害及び腐食・腐朽(4.1％) と続いている。 

 

新築に対して中古では、「雨漏り」、「漏水」、「傾斜」、「作動不良」の割合が高く、逆に「ひび割れ」

の割合が著しく低い。また、「剥がれ・外れ」「欠損」「沈下」等の割合も低くなっている。 
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＜新築住宅＞               ＜中古住宅＞ 
第１位 ひび割れ  14.8％（388件）   第１位 雨漏り   17.7％（39件） 

第２位 雨漏り   11.8％（311件）   第２位 漏水    10.5％（23件） 

第３位 漏水     6.2％（163件）   第３位 傾斜     6.8％（15件） 

図 28-1 住宅の取得区分別からみた不具合事象の件数（実数）（2005 年度） 

図 28-2 住宅の取得区分別からみた不具合事象の割合（％） 
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（２４）不具合部位×構造・工法について（2005 年度のクロス集計） 
 

住宅の構造・工法からみた不具合部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜１.木造(在来)＞ 

以下第 4位 屋根(10.6%)､第 5 位 開口部・建具(9.2%)､第 6 位 基礎(6.6%)と続いている。 

＜２.木造(2×4)＞ 

以下第 4位 開口部・建具(9.6％)、第 5位 屋根(9.3%)、第 6位 基礎(5.8%）と続いている。 

＜３.ＲＣ造(一般)＞ 

以下第4位 開口部・建具（11.1%）、第5位 天井（10.1%）、第6位 設備機器（5.4%）と続いている。 

＜４.Ｓ造(プレハブ)＞ 

以下第 4位 内壁（9.7%）、第 5位 開口部・建具および屋根（6.2%）と続いている。 

＜５.Ｓ造(一般)＞ 

以下第 4位 排水配管（8.8%）、第 5位 天井（8.3%）、第 6位 開口部・建具および屋根（6.4%）と

続いている。 

 各構造・工法を通して「床」「外壁」の割合が最も高い。「床」はＲＣ造（一般）で25.6%と顕著に割合

が高い。また、木造（２×４）では「外壁」が１位でその割合も22.0％と他に比べ明らかに高い。「床」

と「外壁」を合わせると各工法で３割を超える。Ｓ造（プレハブ）においては、「基礎」の割合が16.6％

と高いのが目立つ。「開口部・建具」の割合はＲＣ造（一般）で他より高くなっている。 

 

＜１.木造（在来）＞            ＜４.Ｓ造（プレハブ）＞ 
第1位 床      17.5%（340件）    第1位 床      21.4%（31件） 
第2位 外壁     14.4%（280件）   第2位 基礎     16.6%（24件） 
第3位 内壁         11.9%（231件）   第3位 外壁     11.0%（14件） 
＜２.木造（2×4）＞            ＜５.Ｓ造（一般）＞ 
第1位 外壁     22.0%（ 69件）   第1位 外壁     17.2%（35件） 
第2位 床      16.9%（ 53件）   第2位 床      15.7%（32件） 
第3位 内壁     12.5%（ 39件）   第3位 内壁     11.8%（24件） 
＜３.RC造（一般）＞             
第1位 床      25.6%（148件）      
第2位 内壁     12.5%（ 72件）      
第3位 外壁     11.4%（ 66件）      

図 29 住宅構造・工法からみた不具合部位の割合（％） 

17.5

16.9

25.6

21.4

15.7

14.4

22.0

11.4

11.0

17.2

11.9

12.5

12.5

9.7

11.8

9.2

9.6

11.1

6.4

10.6

9.3

6.4

6.6

5.8

3.9

4.2

10.1

2.8

2.9

4.5

4.1

22.7

16.9

21.1

22.1

21.6

6.2 6.2

2.8

16.6

0.9

8.3

3.7

8.8

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

木造（在来）

木造（２×４）

RC造（一般）

Ｓ造（プレハブ）

Ｓ造（一般）

床 外壁 内壁 開口部・建具 屋根 基礎 天井 排水配管 左記以外



第Ⅰ部 分析編   第１章 相談全体について 

 40

（２５） 不具合部位×住宅の形式について（2005 年度のクロス集計） 

 

住宅の形式からみた不具合部位 

 

＜戸建住宅＞ 

以下、第 4位 屋根（9.9%）、第 5位 開口部・建具（8.9%）、第 6位 基礎（7.1%）と続いてい

る。 

＜共同住宅＞ 

以下、第 4位 外壁（10.5%）、第 5位 天井（9.8%）、第 6位 排水配管（6.5%）となっている。 

   

戸建住宅と共同住宅を比較すると、戸建住宅では「外壁」、「屋根」、「基礎」等に関する相談の割

合が高く、特に「屋根」と「基礎」は著しく高い。共同住宅では「床」の割合がひときわ大きく、

他に「内壁」、「開口部・建具」、「天井」、「排水配管」、「設備機器」等の割合が高くなっている。 

 

＜戸建住宅＞               ＜共同住宅＞ 

第1位 床      17.3% （491件）   第1位 床      25.3% （201件） 

第2位 外壁     16.1% （456件）   第2位 内壁     13.0% （103件） 

第3位 内壁     11.9% （337件）   第3位 開口部・建具 10.6% （ 84件） 

図 30-1 住宅の形式からみた不具合部位の割合（％） 
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図 30-2 戸建住宅の不具合部位の件数（実数）（2005 年度） 

図 30-3 共同住宅の不具合部位の件数（実数）（2005 年度） 
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（２６） 不具合部位×住宅の取得区分について（2005 年度のクロス集計） 

 

住宅の取得区分からみた不具合部位 

 

＜新築住宅＞ 

以下第４位 開口部・建具（10.1％）、第５位 屋根（6.9％）、第６位 基礎（6.1％）と続いて

いる。 

＜中古住宅＞ 

以下第４位 排水配管（8.8％）、第５位 内壁（7.8%）、第６位 天井（7.4%）と続いている。 

 

2005 年度においては、新築住宅は中古住宅に比べて「外壁」、「内壁」、「開口部・建具」、「基礎」、

「地盤」等に関する相談の割合が高く、「床」、「屋根」、「天井」、「排水配管」等に関する相談の割合

は少ない。 

 

 

＜新築住宅＞               ＜中古住宅＞ 

第１位 床      19.5％（502件）   第１位 床     24.0％（52件） 

第２位 外壁     15.5％（399件）  第２位 屋根    10.1％（22件） 

第３位 内壁     12.1％（311件）  第３位 外壁         9.2％（20件） 

図 31-1 住宅の取得区分からみた不具合部位の割合（％） 
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図 31-2 新築住宅の不具合部位の件数（実数）（2005 年度） 

図 31-3 中古住宅の不具合部位の件数（実数）（2005 年度） 
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（２７） 相談区分×住宅の取得区分について（2005 年度のクロス集計） 

 

住宅の取得区分からみた相談区分 

 

＜新築住宅＞ 

「住宅本体」と「知見相談」で 73.6％を占めており第３位以下と大きな開きがある。 

＜中古住宅＞ 

「リフォーム」、「知見相談」、「住宅本体」で 89.6％を占めている。新築住宅に比べ「住宅本

体」に関する相談が少なく、「リフォーム」に関する相談の割合が顕著に高くなっている。 

 

＜新築住宅＞                ＜中古住宅＞ 

第１位 住宅本体   40.9％（1,433件）   第１位 リフォーム  34.6％（129件） 

第２位 知見相談   32.7％（1,145件）   第２位 知見相談   32.2％（120件） 

第３位 リフォーム  10.8％（  380件）   第３位 住宅本体   22.8％（ 85件） 

図 32 住宅の取得区分からみた相談区分の割合（％） 
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（２８） 主たる相手方×住宅の形式について（2005 年度のクロス集計） 

 

住宅の形式からみた主たる相手方 

 

＜戸建住宅＞ 

「施工業者」に関する相談が他の相談より顕著に割合が高く、「売主」と合わせ全体の 86.9%

を占める。 

＜共同住宅＞ 

戸建住宅に比べると「施工業者」と「売主」の順位が逆転するが、この２つの相談をあわせ

ると 76.6%と、相談の大半を占める。2004 年度と同様「近隣」が３位に入っている。 

階数別では、6～15 階、16 階以上の場合で「売主」が最も割合が高く、特に 16 階以上では

65.4%である。2～5階の場合では逆に「施工業者」が最も多く 43.4%、次いで「売主」が 22.5%

となる。 

また、共同住宅では戸建住宅に比べ、「近隣」の割合が高い（戸建では 2.8%）。 

  

 

＜戸建住宅＞               ＜共同住宅＞ 

第 1位  施工業者   68.3% (2,359 件)  第 1位  売主    44.3%（427 件） 

第 2位  売主        18.6% ( 643 件)   第 2位  施工業者  32.3%（311 件） 

第 3位  近隣      2.8%（  98 件）   第 3位  近隣     6.2%（ 60 件） 

図 33 住宅の形式からみた主たる相手方の割合（％） 
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（２９） 主たる相手方×住宅の取得区分について（2005 年度のクロス集計） 

 

 住宅の取得区分からみた主たる相手方 

 

＜新築住宅＞ 

相談に関する主たる相手方として「施工業者」が過半数を占め、第 2位の「売主」と合計す

ると 86.7％となっている。また、2005 年度は「近隣」が 3位、「部品製造者」は 4位となって

いる。 

＜中古住宅＞ 

 「施工業者」と「売主」が同数で第 1位、両者を合わせると 77.0％と全体の 8割近くを占め

る。第 3位の「不動産業者」、第 4位の「近隣」は、新築住宅に比べると割合が顕著に高い。 

  

＜新築住宅＞              ＜中古住宅＞   

第 1位 施工業者  55.3%(1,445 件)     第 1 位 施工業者    38.5%（102 件） 

第 2位 売主    31.4%(  821 件)         売主     38.5%（102 件） 

第 3位 近隣     2.5%(   65 件)     第 3 位 不動産業者  10.2%（ 27 件） 

図 34 住宅の取得区分からみた主たる相手方の割合（％） 
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（３０） 解決希望内容×住宅の取得区分について（2005 年度のクロス集計） 

 

住宅の取得区分からみた解決希望内容 

 

新築住宅、中古住宅ともに「瑕疵修補」が最も多くそれぞれ約 6 割を占め、他の解決希望内容に

比べ割合が顕著に高い。 

 

 

 

 

 

 

＜新築住宅＞               ＜中古住宅＞ 

第１位 瑕疵修補  63.1％（734件）   第１位 瑕疵修補  60.2％（71件） 

第２位 損害賠償   9.0％（105件）   第２位 契約解除   9.3％（11件） 

第３位 契約解除   7.0％（ 82件）   第３位 損害賠償   6.8％（ 8件） 

図 35 住宅の取得区分からみた解決希望内容の割合（％） 
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（３１） 不具合発生時点の築後年数×不具合部位について(2005 年度のクロス集計)  

 

不具合部位からみた不具合発生の築後年数 

 

 主要な不具合部位ごとに不具合発生時点の築後年数をクロス集計し、主要な部位別に割合を示す

と、図-36 のようになる。 

 全般的に不具合は早くから発生し、多くの部位で 1年未満あるいは 1年～2年未満の割合が最も高

くなっている。図の中で 2 年未満の割合が最も高いのは、「開口部・建具」次いで「基礎」「天井」

となっている。 

 一方、2年未満の初期の不具合の割合が最も低いのが「屋根」で、次いで「外壁」、「排水配管」と

なっている。屋根については他と異なる傾向が見られ、2年未満の割合が他の部位と比べ顕著に低い。 

 また、10 年以上の割合を見ると最も高いのは「屋根」で、次いで「排水配管」「設備機器」となっ

ている。「排水配管」は 25 年以上の割合が最も高い。 

  

 

 

図 36 住宅の取得区分からみた不具合発生時点の築後年数の割合（％） 
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（３２） 不具合発生時点の築後年数×住宅の形式について（2005 年度のクロス集計） 

 

住宅の形式からみた不具合発生時点の築後年数 

 

＜戸建住宅＞ 

 2005 年度では、2004 年度とは逆に、共同住宅の方が戸建住宅より築年が古い傾向となった。戸

建住宅においては、３年以上は割合が徐々に減衰するが、5～6 年未満、7～8 年未満で増加する。

これは 2004 年度と同様の傾向である。 

＜共同住宅＞ 

 2004 年度は、共同住宅においては４年を超えると顕著に割合が少なくなっていたが、2005 年度

は 5～6年未満が 3位で 11.4％と割合が高くなっている。5年以上の割合が全体の 4割を超えてい

る。 

 

 

 

＜戸建住宅＞               ＜共同住宅＞ 

第1位  1年未満   24.2%(122件)    第1位  1～2年未満   20.3%( 32件) 

第2位  1～2年未満  18.1%( 91件)     第2位  1年未満     19.6%( 31件) 

第3位  2～3年未満  11.7%( 59件)   第3位  5～6年未満  11.4%( 18件) 

図 37 住宅の形式からみた不具合発生時点の築後年数の割合（％） 
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第２章 評価住宅（新築）に関する相談 
 
（１） 相談区分別相談件数の推移 
 建設住宅性能評価書（新築）を取得した住宅（評価住宅）の取得者等から受け付けた相談

は、2005年度は 516件で、対前年比で 76.7%の増加となった。相談区分では「知見相談」
の割合が増加し 39.3%となったが、これは構造計算書偽装問題の影響で耐震性能等に関す
る問い合わせが増えたためと見られる。 
 なお、評価住宅に関する相談のうち、既存住宅の性能表示制度を利用した評価住宅関連の

相談は 4件（2004年度 8件）であった（統計上は非評価住宅に含めている）。 
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図 38-3 評価住宅（新築）の相談区分別件数の推移 

図 38-2 評価住宅（新築）の推移（実数） 

※既存住宅についての評価実績は 
2002 年度 戸建て住宅  3、共同住宅（戸数）  0  
2003 年度 戸建て住宅 125、共同住宅（戸数） 96 
2004 年度 戸建て住宅 116、共同住宅（戸数）106 
2005 年度 戸建て住宅 97、共同住宅（戸数） 56 

図 38-1 評価住宅（新築）に関する相談件数の推移（実数）
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（２） 不具合事象について 
 2005年度は前年度までに比べ「ひび割れ」（23.3％）の割合が高くなり 1位となってい
る。相談全体と比べると「遮音不良」が上位となっている（相談全体では 1.9％）。（なお、
評価住宅の相談件数 516 件のうち、不具合事象・不具合部位を含む相談は 213（41.3％）

件であり、本項及び次項はその集計である。ただし不具合事象はひとつの相談に複数ある

場合があるので、総数は 213 より多い）。 
 
（３） 不具合部位について 
 2005年度について見ると、第 1位は「床」（22.3％）、続いて 2位「内壁」（16.0%）と
なっている。相談全体と比べると、評価住宅では「床」「内壁」「開口部・建具」「基礎」

等の割合が高い。 
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図 39 不具合事象に関する相談件数（実数） 

図 40 不具合部位に関する相談件数（実数） 
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（４） 住宅の形式について 
 2004年度には戸建の割合が増加したが、2005年度は再び共同住宅の割合が増加し、ほ
ぼ半々の割合となった。 
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（５） 住宅の構造・工法について 
2005年度では、2004年度に比べ「RC造（一般）」の割合が増え、「木造（在来）」の
割合が減少した。また、「Ｓ造（プレハブ）」、「木造（２×４）」の割合が増加した。 

 

図 42 構造・工法についての割合（％） 

図 41 住宅形式についての割合（％） 
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（６） 主たる相手方について 
 2004 年度を除き、「売主」の割合が増加しており、2005 年度では 58％となった。「施
工業者」は 2004年度に割合が増えたが、2005年度では減少し、34.9％となった。 
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図 43 主たる相手方についての割合（％） 

（７） 不具合発生時の築後年数について 
2005年度では、「1年未満」が減少して 52.9％となり、「1年～2年未満」が増加して

37.1％となった。割合は小さいが、築 4 年を超える評価住宅についての相談も寄せられ
始めた。 

図 44 不具合発生時の築後年数についての割合（％） 
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（８） 相談者区分について 
 評価住宅の相談者区分については、2001年度から一貫して「所有者」の割合が 90％前
後で推移している。「販売業者」、「施工業者」等事業者の割合については目だった変化は

ない。 
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図 45 相談者区分についての割合（％） 

（９） 相談者の年齢について 
 評価住宅に関する相談者の年齢は、2005年度においては 20歳代、30歳代が減少しそ
れぞれ 5.2％、41.2％となった。逆に 40歳代、50歳代がそれぞれ 5％程度増加し 27.0％、
18.7％となった。60 歳代以上の割合は、2005 年度は前年度より減少した。また、相談
全体と比べ、評価住宅では 30歳代の割合が高いが、これは前年と同様の傾向である。 

図 46 相談者の年齢についての割合（％） 




